















































⑴　Soering v. the United Kingdom, 7 July 1989, Series A no.161.













リダ地裁は、被告人不在のまま審理を進め、2000 年 4 月に、すべての罪に
ついて有罪を認め、845 年の懲役刑と巨額の賠償を命じた。
その後通報者は、2000 年 10 月に国際逮捕状に基づいてウィーンで逮捕さ
れ、米国政府は同年 12 月にオーストリア政府に対して、彼の引渡請求を行っ
た。オーストリアでは、ウィーン上級地方裁判所がその請求を審査し、却下
する決定を下した。しかし最高裁判所はこの決定を無効とし、2002 年 5 月、
ウィーン上級地方裁判所は、偽証罪以外の罪に関しては、引渡は認められる
との判断を下した。
2002 年 6 月、通報者はウィーンの空港において、米国軍当局に引渡され、
米国に送致された。引渡が実施された時点で、通報者はオーストリア憲法裁
判所に 2件の裁判を提訴していた。1件は、オーストリアの引渡法の違憲審
⑶　Weiss v. Austria, Communication No. 1086/2002, CCPR/C/77/D/1086/2002, 3 April 
2003.
⑷　拙稿「ヴァイス対オーストリア事件〔規約人権委員会〕（Weiss v. Austria, 
Communication No. 1082/2002、2003 年 4 月 3 日採択）」『国際人権』第 15 号（2004 年）、
113-115 頁。
　　拙稿「オーストリアの個人通報事例――違反認定事例に対するフォローアップ手続




裁判所か）についてであった。2002 年 12 月、憲法裁判所は、ウィーン上級
地方裁判所の引渡決定に対して、通報者が不服を申立てられなかったことは、
法の支配原則及び憲法に反するとの決定を下した。


































第 1 ヴァイス事件の勧告を受けて、オーストリア政府は 2003 年 8 月と





アップ手続が、事件の解決を意味したわけではなかった。2008 年 5 月、ヴァ
イス氏は再び本事件を自由権規約委員会に通報した⑾。
通報者は、第 1ヴァイス事件において、判断は時期尚早として検討されな





⑾　Weiss v. Austria, Communication No. 1821/2008, CCPR/C/106/D/1821/2008, 24 
October 2012. 
京女法学　第 4号74

































報者が規約第 7条および第 14 条 5 項に照らして、引渡の結果として生じた
新たな権利侵害（consequential breaches of his rights under the Covenant 
following his extradition from Austria to the United States of America⒃）
であると訴える事項について審査するのであって、第 2事件は第 1事件と「同
一の事案」であるとは考えないとした。
しかしそのうえで自由権規約委員会は、第 14 条 5 項の問題については、
米国国内において、量刑の再考に伴う実質的な再審手続が近々に開始される
（2012 年 11 月 30 日の公判予定）という事実に鑑み、通報者はその主張を十



























































21　自由権規約第 10 条 3  「行刑の制度は、被拘禁者の矯正及び社会復帰を基本的な目的
とする処遇を含む。（後略）」
22　Ibid., para.9.4.
23　General Comment No.20 : Replaces general comment 7 concerning prohibition of 























24　Sara Joseph et al. (eds), The International Covenant on Civil and Political Rights 
:Cases, Materials, and Commentary (2nd), Oxford, 2004, pp.230-231. 
25　Ng v. Canada, Communication No. 469/1991,
　　CCPR/C/49/D/469/1991, 5 November 1993.
26　Judge v. Canada, Communication No. 829/1998, CCPR/C/78/D/829/1998, 20 
October 2003.
























27　Babar Ahmad and Others v. the United Kingdom, Applications nos. 24027/07, 

























30　Ibid., paras.169-171. 人権裁判所は、チャハル事件（Chahal v. theUnited Kingdom, 
Application no. 224/93, 15 November 1996）やママトクロフ事件（Mamatkulov and 
Akarov v. Turkey [GC], Application nos. 46827/99 and 46951/99, 4 February 2005）、
サディ事件（Saadi v. Italy [GC], Application no.37201/06, 28 February 2008）などを
引用。












































　　自由権規約委員会、一般的意見 20、パラグラフ 3（1992 年 4 月 3 日採択）
